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 我が国で消費される砂糖は、年間約 200 万 t で推移しており、その
うち 3 割程度を国内で生産されたテンサイとサトウキビで賄っている
（農林水産省 , 2016）。2015 砂糖年度（ 2015 年 10 月から 2016 年 9 月）
の国内産糖生産量は 81.3 万 t で、そのうちテンサイ糖は 67.6 万 t






われている（井上 , 2006）。  
 サトウキビ（ Shaccharum officinarum L.）は、イネ科の多年生植物







とが挙げられる（永冨 , 1989）。サトウキビが作物化したのは紀元前 1




ド、中国を経て各地に伝播したと考えられている（宮里 , 1986; 永冨 , 
1989; 寺内 , 2002）。日本に砂糖が伝わったのは、 754 年に鑑真により
もたらされたと言われているが、サトウキビ栽培が始まったのは 1610
年奄美大島からとする説や（前田 , 1971）、 15 世紀ですでに琉球王国で





那国島までの約 1,000 km の海域に展開する弧状列島である（図Ⅰ -1, 
翁長・宜保 , 1984; 国土地理院 , 2017）。地理的には、湿潤亜熱帯のア
ジアモンスーンに位置し、多雨地帯に属している（翁長・宜保 , 1984）。
過去 10 年間（ 2007～ 2016）の年平均降水量と年平均気温は、それぞれ
2,250 mm、 23.3℃と温暖湿潤な気候である（気象庁 , 2017a）。  
 
       図Ⅰ -1 沖縄県および北大東島位置図  
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 15～ 16 世紀から栽培が始まったサトウキビは、換金作物として琉球
王府下で栽培が奨励されたが、収穫面積の増加に伴い食用作物の耕作
面積を圧迫し、食糧生産の減退を招いた。そのため、サトウキビの作
付面積は 1,500 ha に制限されていたが（久保田 , 1962; 宮里 , 1986; 深





れていたが、1906 年（明治 39 年）から分蜜糖製造が開始し、併せて国
外からの種苗・製糖技術導入などによりサトウキビ産業の基盤が築か
れた（小那覇ら , 1998）。  
 明治期から太平洋戦争が始まるまではサトウキビ産業は順調であり、
サトウキビ収穫面積は昭和初期（ 1927 年～ 1931 年の平均）には 1.8 万
ha に達していた（図Ⅰ -2）。しかし、戦中から戦後直後は食糧生産が優
先されたことから、糖業は一時中絶状態となった（宮里 , 1986）。  
 
図Ⅰ -2 沖縄県におけるサトウキビ収穫面積の推移（ 2016 年まで）  



































 終戦から 5 年後においても、サトウキビ収穫面積は約 1,500 ha と戦
前の 1/10 程度に留まっていたが、糖業の振興により農村の立て直しを
図る目的で、当時の琉球政府はアメリカの支援を得て、 1950 年（昭和
25 年）から糖業振興 5 ヶ年計画により、サトウキビ増産に乗り出した
（久保田 , 1962）。その後、 1960 年代前半には日本政府の甘味資源自給
力強化策による大型分蜜糖工場の設立や糖価格の国際的な高騰を背景
に、 ｢サトウキビブーム ｣とよばれるサトウキビ収穫面積の拡大がみら




面積は 2.3 万 ha に達した。また、この時期から離島地域におけるサト
ウ キ ビ 作 の 地 位 は 突 出 し て い っ た （ 沖 縄 総 合 事 務 局 , 1998; 永 田 , 
2012）。ところが、1985 年からサトウキビ収益性の悪化を背景に収穫面
積は減少していき、 12 年後の 1997 年には沖縄県全体で約 1.5 万 ha と
35%減少した。一方、離島地域のサトウキビ収穫面積の減少は緩やかで、
1985 年から 1997 年のサトウキビ収穫面積の減少率は、沖縄本島北部で
57%、沖縄本島中南部で 58%であったのに対し、沖縄本島周辺離島では
26%、南北大東島で 8%、宮古島地域で 32%、八重山諸島で 32%に留まっ
た（沖縄総合事務局 , 1998; 永田 , 2012）。 1997 年以降、沖縄県全体の
収穫面積は横ばい傾向が続いているが、沖縄本島では減少傾向、離島
ではわずかに増加傾向にある（井上 , 2006）。 2015 年のサトウキビ収穫
面積は、沖縄県全体で 13,212 ha であり、このうち沖縄本島分は 2,968 








 2014 年の沖縄県農業産出額は 901 億円で、そのうち耕種部門は 490





もある。過去 30 年間（ 1987～ 2016 年）で日本に接近した台風の年平均





























から、経済波及効果を生産額の 3.2 倍としている。白川（ 1998）はサ
トウキビ作から関連産業へ波及した金額から、経済波及効果を 3.8 倍





















現在に至るまで継続的に事業が実施されている（沖縄県 , 2017）。  
 他方、営農支援においては、地域に即した生産対策や担い手の育成、
生産 組織 等の 育成 によ る収 穫面 積の 拡大 と収 量 の 向上 を目 指す ｢沖 縄












71.6、 71.4 Mg ha - 1 であるが、沖縄県の収量は 57.1 Mg ha - 1 と主要生産



















が 0.8%、Ⅲ等級が 74.4%、Ⅳ等級が 24.8%と、Ⅲ、Ⅳ等級の合計が 99%
を超える劣悪な土壌条件であることが報告されており、土壌改良が必















 2015/16 年期の沖縄県サトウキビ生産量は 75.5 万トンで、そのうち
サトウキビ栽培の盛んな離島の生産量は宮古島 26.9 万トン、石垣島 7.7
万トン、南大東島 5.6 万トン、久米島 2.2 万トン、北大東島 1.4 万ト
ンであった（沖縄県 , 2016c）。これら 5 島の合計生産量は 43.8 万トン




石垣島 22%、伊是名島 11%、久米島 6%、宮古島 4%と、南大東島および
北大東島で多い（農林水産省 , 2017）。南大東島と北大東島は大東諸島
を構成する島々で、沖縄本島から東に約 360 km に位置している（図Ⅰ
-1）。南大東島の総面積は 3,053 ha で、そのうち耕地面積は 1,830ha
（約 60%）である。北大東島の総面積は 1,310 ha で耕地面積は 542 ha
（約 40%）である（沖縄県 , 2016b）。両島の過去 10 年間（ 2006/07 年
期～ 2015/16 年期）のサトウキビ収量を比較すると、南大東島の 48 Mg 












島である。リン鉱石採掘事業は 1911 年から開始され、1918 年から本格
的な採掘実施、そして 1950 年まで操業していた。一方、サトウキビの
栽培も 1911 年頃から開始され、1912 年には約 50 ha ほど栽培されてい
た（北大東村 , 1989）。その後、 1935 年（昭和 10 年）までには収穫面









た。その結果、 2015 年における圃場整備率は沖縄県全体では 60%であ
るのに対し、北大東島では 89%と高く、 2020 年には 100%となる予定で
ある（沖縄県 , 2015c）。また、農作業の機械化、特に機械収穫面積率
は、沖縄県内の主要なサトウキビ産地である宮古島、石垣島、久米島







トウキビ生産性は低い。過去 30 年間（ 1986/87 年期～ 2015/16 年期）
の北大東島におけるサトウキビ平均収量は 42.3 Mg ha - 1 であり、沖縄
県の平均収量 62.5 Mg ha - 1 に比べおよそ 30%低く推移している（図Ⅰ -3、
沖縄県 , 1986-2016）。北大東島の農業産出額（ 6.4 億円）に占めるサト
ウキビの割合は 74%（ 4.9 億円）である（農林水産省 , 2017）。北大東
島は典型的なサトウキビ単作地域で（福仲 , 1999）、島内に居住する世

























 サトウキビの糖（スクロース）は、まず葉身において C4 光合成の結
果として合成される（野瀬・川満 , 1993）。合成されたスクロースは、
葉 身 師 部 、 柔 組 織 を 経 て 、 茎 中 に あ る 貯 蔵 組 織 の 液 胞 に 蓄 積 さ れ る






























ストな栽培体系であるため、通常、株出しを複数回（ 2～ 3 回）続けた
後に、新たな株に植え替える。一方で株出し栽培の問題は、収 穫後、
残茎から萌芽する時期が 2～ 3 月の低温期と重なり、生育不良になるこ
とであった（伊禮ら , 2009）。サトウキビの幼芽の伸長は 20℃以下で極















北大東島において現在の防風林整備率は 71.3%であるが、 2020 年を目







 沖縄県の年平均降水量はおよそ 2,300 mm であるが、降雨時期の分布
に偏りがあり、特に梅雨期と台風時に集中する。沖縄県の月別平均降
水量（ 2007 年から 2016 年平均）は梅雨期の 5 月、 6 月、台風襲来期の
8 月でそれぞれ 279、 270、 319 mm となるが、 7 月は 199 mm と少なくな
る（図Ⅰ -4）。特に、北大東島では 7 月の平均降水量は 88 mm であり沖
縄県平均の約 1/2 である（気象庁 , 2017a）。  
 
図Ⅰ -4 沖縄県および北大東島の月別平均降水量（ mm、2007～ 2016 年）  
 


















































リン酸、加里の 3 要素を組み合わせた試験がおこなわれた（宮里 , 1986）。
その結果、当時の基準施肥量は窒素 150 kg ha - 1、リン酸 113 kg ha - 1、
加里  75 kg ha - 1 となった。基準施肥量はその後の三要素試験により変
遷し、1960 年になると基準施肥量は窒素 150 kg ha - 1、リン酸 75 kg ha - 1、




年の基準施肥量は窒素、リン酸、加里でそれぞれ 200、 60、 60 kg ha - 1











と報告しているが、沖縄県内では概ね 1.1～ 1.2%である（國吉・儀間 , 
2004）。鹿児島県の南西諸島における有機物連用試験では、堆肥を 7 年
間施用した結果、 50 Mg ha - 1 以上の施用により全炭素含量と経過年数の
間に有意な正の相関が認められ、サトウキビ収量は 10～ 22%増加するこ

























おこなわれ、増収効果が最も発揮されたのは過リン酸石灰 3.6 Mg ha - 1、
ケイカル 15.0 Mg ha - 1 施用した区で、無施用区と比較して約 40%増収し
た（宮城ら , 1979）。  







（古江 , 2009）、ケイ酸供給能の比較（井上ら , 2014）でみられるが、
沖縄県においては 1970 年代以降ほとんどみられない。背景として、ケ
イ酸肥沃度を向上させるために必要なケイカルの施用量が 15 Mg ha - 1
と多量であり現場で普及が進まなかったことが指摘されている（宮丸 , 
2013）。今後、沖縄県においてケイ酸肥沃度を改善させるためには、資
材散 布車 の開 発・ 導入 やケ イ酸 供給 効果 の高 い新 資材 （原 田・ 田中 , 
17 
 





 サトウキビ栽培における土壌の好適 pH は 5.5～ 6.5 とされているが、
沖縄県の普通畑において、pH5.5 未満を示すことが多い赤色土、黄色土





いる炭カルは、持続性が 1～ 1.5 年ほどしかないことを問題視し、代わ
りに粗砕石灰岩を用い た低コストで持続性の高い酸性矯正 技術を開発
した。粗砕石灰岩による酸性矯正により、夏植え栽培の収量 は対照区
と比較して 6～ 11%、株出し栽培は 6～ 25%増収し、酸度矯正効果が 2 年
半ほど持続したことを確認した。また、 2010 年に実施された沖縄県内
サトウキビ畑の土壌診断と農家アンケート調査の結果、国頭マージ（赤
黄色土）において、生育が良好と答えた農家（ n=19）の土壌 pH（ H 2O）







成がサトウキビ生育に影響 することが指摘されている（亀谷 , 2006）。
























サ ト ウ キ ビ の 生 育 を 抑 制 し て い る 可 能 性 が 示 唆 さ れ た （ Kawanobe et 
al., 2014）。以降、植物寄生性線虫への対策として殺線虫剤の効果の
検証（ Kawanobe et al., 2016）や緑肥などの線虫対抗植物の導入など
検 討 が 進 ん で い る 。 ま た 、 サ ト ウ キ ビ わ い 化 病 は 、 桿 状 バ ク テ リ ア





1960～ 70 年代におこなわれてきたものの（野原・松村 , 1965; 西沢ら , 








 一方で土壌・肥料の分野においては 1970 年代後半に、サトウキビ生
産性向上に重要とされたケイ酸肥沃度やケイカル施用効果についての
試 験 が お こ な わ れ た が （ 大 城 ・ 大 城 , 1978; 宮 城 ら , 1979; 亀 谷 ら , 
1989; 大屋・喜名 , 1989; 大屋ら , 1989）、それ以降、沖縄県において
は研究が途絶している。また、土壌・肥料分野の各研究において、リ



















































北大東島は沖縄本島より東に約 360 km に位置している。緯度と経度
は、それぞれ 25° 49′  44″  N, 131° 17′  56″  E であり、過去 10
年間（ 2007-2016）の平均気温は 23.3 ℃、年間降水量は 1,535 mm であ
る。北大東島はサンゴ礁が隆起して形成された島であり（阿部・福士 , 
1973; 沖縄県 , 1986）、総面積 1,310 ha のうち約 40%（ 542 ha）を農地
が占める（沖縄県 , 2016b）。分布している土壌は ｢大東マージ ｣と呼ば
れ、赤黄色で重粘質かつち密な特徴を持つ（阿部・福士 , 1973; 渡嘉
敷 , 1993; 宮丸 , 2013）。北大東島の主要な作物はサトウキビであり、
同島農業産出額の 74%（ 4 億 9 千万円）を占め、島内に居住する世帯 378
戸のうち 103 戸が農業に従事している（沖縄県 , 2015a; 農林水産省 , 
2016）。北大東島における過去 30 年間（ 1986-2016）のサトウキビ平均














近数（ 1981～ 2010 年の年平均個数）は、北大東島の 3.5 個に対し、沖
縄本島で 3.5 個、宮古島で 3.8 個であり、各島間に大きな差はない（沖
縄気象台 , 2014）。また、北大東島のサトウキビ生産組合によると、春
植えサトウキビ収量は 20～ 70 Mg ha - 1 の範囲で著しく変動する。北大
東島のように平坦かつ小面積の島において、気象条件のみでこれだけ
の収量差が現れることは考えにくい。気象条件以外のサトウキビ低収
要因としては、肥培管理（菊池ら , 2007）と耕盤層の形成（亀谷 , 2006）
が指摘されている。サトウキビ生産性に与える土壌・栽培要因は、土
壌 pH（宮丸ら , 2013）、有機物施用（後藤・永田 , 2008）、心土破砕（村
山ら , 1990）、栽培時期（宮城ら , 2012）、かん水（山城 , 1970; 久貝・
荷川取 , 1965）、栽植密度（井上・橋口 , 2011a）が報告されている。
北大東島の土壌である大東マージは、赤黄色土と暗赤色土の 2 種類に
分けられ、主に Typic Paleudults と Typic Eutrudepts に属しており
（包括的土壌分類第一次試案、小原ら , 2011; Soil Survey Staff, 2014）、
土壌の種類によって肥沃度は異なる（沖縄県 , 1979）。北大東島におけ




















調査圃場の土壌は、赤黄色土が 39 圃場（ 78%）、暗赤色土が 11 圃場（ 22%）
で、圃場面積は平均 1.1 ha（最大 2.4 ha、最小 0.5 ha）であった。  
 
１）土壌理化学性  
 土壌調査およびサンプリングは、 2013 年 9 月 23 日から 26 日にかけ
ておこなった。作土深は、 1 圃場あたり 5 箇所について貫入式硬度計
（ DIK-5531, 大起理化）によって測定した土壌硬度から求めた。貫入
式硬度計の挿入箇所は、サトウキビの株元から 10～ 20 cm ほど離れた
箇所とした。中津ら（ 2004）は、土壌硬度が 1.5 MPa より高い層を、
耕盤層と報告している。根の伸長は耕盤層で抑制される（丹羽ら , 1999）。
そのため、本研究では、土壌表層から土壌硬度が 1.5 MPa に達する層
までを作土深とした。  
 土壌は、 1 圃場あたり 10 箇所について、表層（ 1～ 15 cm）から採取
した。 10 箇所から採取した土壌は１つにまとめ混和し、風乾後、 2 mm
目の篩を通した。土壌 pH（ H 2O）は、 1:2.5（土壌：蒸留水比）の土壌
懸濁液を pH メーター（ FEP20, METTLER TOLED）にて測定した。 EC は、
1:5 の土壌懸濁液を EC メーター（ D-54, HORIBA）にて測定した。 CEC、
交換性塩基類（ Ca、Mg、K）、可給態ケイ酸および腐植は比色計（ ZA-Ⅱ , 
富士平）にて測定した。可給態リン酸と腐植の測定方法は、それぞれ
トルオーグ法および熊田法とした（土壌環境分析法編集委員会 , 2003）。
可給態窒素は培養法を用いた（ Bundy and Meisinger, 1994）。すなわ
ち、 100 ml 容量の UM サンプル瓶に土壌 20g を入れ、最大容水量の 60%
に相当する蒸留水を静かに添加し、これを 30℃で 4 週間培養した。培
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（ 3rd ed., OMS ） ｣ を 使 用 し た 。 多 変 量 解 析 は 、 分 類 回 帰 木












 サトウキビ圃場の作土深は 10～ 35 cm を示し、平均作土深は 22.1 cm 
で沖縄県の土壌診断基準値（ 40 cm）を下回っていた（沖縄県 , 1979）。
土壌 pH（ H 2O）は、 3.9 から 8.0 まで著しく変化し、平均は 5.4 であっ
た。可給態窒素は、 7.6～ 25.3 mg kg - 1 で、平均 13.6 mg kg - 1 を示した。
平均窒素施用量は 228 kg ha - 1 であり、沖縄県の標準施用量（ 200 kg ha - 1、
沖縄県 , 2006）と同等であった。堆肥施用量は平均 2.9 Mg ha - 1 であり、
沖縄県の標準施用量（ 30 Mg ha - 1）の 10 分の 1 程度となった。また、
堆肥が施用された圃場は調査圃場全体の 16%に留まった。サトウキビの
植え付け月は 3 月（調査圃場全体の 54%）が最も多く、 2 月（ 34%）、 4
月（ 10%）、 5 月（ 2%）と続いた（表Ⅱ -1）。  
 
表Ⅱ -1 土壌理化学性と栽培条件およびサトウキビ収量・甘蔗糖度と  
    の相関  
 
*、 **はそれぞれ、 5%、 1%で有意であることを示す。  
 
 サトウキビ収量は 38.1±15.0 Mg ha - 1（最小 13.2 Mg ha - 1、最大 70.1 
Mg ha - 1）で、甘蔗糖度は 16.1±0.8%（最小 14.5%、最大 18.1%）であっ
た 。 サ ト ウ キ ビ 収 量 と 有 意 な 正 の 相 関 が あ っ た 項 目 は 、 可 給 態 窒 素
Ca Mg K
平均 22.1 5.4 15.7 13.7 5.5 3.8 0.8 385 15.0 13.6 228 2.9 3月
最大 35.0 8.0 69.4 19.1 17.3 10..5 1.9 2060 30.6 25.3 396 34.0 -
最小 10.0 3.9 9.0 10.9 0.8 0.8 0.4 81 10.3 7.6 73 0.0 -
収量 0.32* -0.09 0.36* 0.17 0.00 0.07 -0.07 0.42* 0.36* 0.58** 0.28 0.00 -0.35*





































（ r=0.58、p<0.01、表Ⅱ -1、図Ⅱ -1）、可給態リン酸（ r=0.42、p<0.05）、
腐植（ r=0.36、p<0.05）、EC（ r=0.36、p<0.05）および作土深（ r=0.32、
p<0.05）となった。また、有意な負の相関があった項目は、植え付け
月（ r=-0.35、 p<0.05）であった。甘蔗糖度と有意な正の相関があった
項目は、交換性マグネシウム（ r=0.41、p<0.05）と土壌 pH（ H 2O）（ r=0.37、
p<0.05）となった（表Ⅱ -1）。可給態窒素は腐植と有意な正の相関があ
った（ r=0.39、 p<0.01）。  
 
           図Ⅱ -1 サトウキビ収量と可給態窒素の関係  





窒素（ 16.5 mg kg - 1）で分岐し、次いで作土深（ 29 cm）で分かれた（図
Ⅱ -2）。可給態窒素が 16.5 mg kg - 1 以上の圃場の平均収量は 54.2 Mg ha - 1
であるが、可給態窒素が 16.5 mg kg - 1 未満かつ作土深が 29 cm 未満の
圃場の平均収量は 32.2 Mg ha - 1 であった。可給態窒素が 16.5 mg kg - 1
























   図Ⅱ -2 サトウキビ収量に影響する土壌要因の CART 解析結果  
 
 サトウキビの根の 60～ 70%は表層から 20 cm 以下の層に分布している
（山城 , 1968）。作土深が 20 cm 未満の圃場では、サトウキビ収量と作
土深の間に有意な相関はなかった。しかし、作土深が 20 cm 以上の圃
場では、サトウキビ収量と作土深の間に有意な正の相関があった（図
Ⅱ -3、 r=0.53、 p<0.01）。  
 
               図Ⅱ -3 サトウキビ収量と作土深の関係  
  （作土深 20 cm 以上、 **: 1.0%水準で有意であることを示す）  
 
可給態窒素
< 16.5 mg kg-1
作土深
< 29 cm 
可給態窒素




































 心土破砕を実施していない圃場の平均作土深は、 17.8 cm を示した。
対照的に、植え付け前に 1 回心土破砕をしている圃場の平均作土深は
21.8 cm であり、心土破砕を 2 回（植え付け前と栽培期間中）おこなっ
ている圃場では 25.3 cm であった。心土破砕を実施していない圃場と、
2 回 実 施 し て い る 圃 場 で は 、 作 土 深 は 有 意 な 差 が あ っ た （ 図 Ⅱ -4、
p<0.05）。サトウキビ収量は、心土破砕なしで 35.1 Mg ha - 1 に対して、




         図Ⅱ -4 心土破砕の回数と作土深  
         *植え付け前に心土破砕を 1 回実施  
   **植え付け前と栽培期間中にそれぞれ 1 回（合計 2 回）実施  
 エラーバーは標準偏差、異英字間で有意差があることを示す (p<0.05） 
 
 甘蔗糖度を目的変数とし、甘蔗糖度と有意な相関があった交換性マ
グネシウムと土壌 pH（ H 2O）を説明変数として CART で解析したところ、




























（ H 2O）（ 7.2）で分かれることが示された（図Ⅱ -5）。交換性マグネシウ
ムが 3.8 cmol c kg
- 1 以上かつ土壌 pH（ H 2O）が 7.2 未満の圃場の甘蔗糖
度は 16.7%であるが、交換性マグネシウムが 3.8 cmol c kg
- 1 未満の圃場
の甘蔗糖度は 15.8%であった。交換性マグネシウムが 3.8 cmol c kg
- 1 未
満の土壌の pH（ H 2O）は 4.7 を示した。  
 





 サトウキビ収量は、可給態窒素（ r=0.58）、可給態リン酸（ r=0.42）、









< 3.8 cmolc kg
-1
交換性 Mg
>= 3.8 cmolc kg
-1











 Yanai et al.（ 2010）は、窒素がサトウキビ生産性において重要な
養分であると指摘した。また、サトウキビ葉中の窒素含量は土壌中無
機態窒素の増加に伴い向上し（川満ら , 1999）、葉の窒素含量はサトウ
キビ収量と相関がある（ Meyer and Wood, 1994; Alison and Pammenter, 
2002）。  
 一般に、サトウキビ春植え栽培における最終施肥は 6 月である（沖






窒素は平均 13.6 mg kg - 1 であり、これは地力増進基本指針で定められ
ている普通畑における改善目標 50 mg kg - 1 や（農林水産省 , 2008）、国
内平均値 53～ 59 mg kg - 1（小原 , 2000）を大きく下回っていた。このこ
とから、北大東島の可給態窒素は著しく低いと結論された。  
 土壌の可給態窒素は、有機物施用により増加する（片峯ら , 2000; 青
山ら , 2002; 高間・廣澤 , 2008; 宮丸ら , 2012）。杉田ら（ 2007）は、






おける腐植の平均値は 15 g kg - 1（表Ⅱ -1）であり、普通畑の改善目標





ると、北大東島における堆肥の年間生産量はおよそ 1,000 Mg であった。
北大東島は、典型的なサトウキビのモノカルチャー地域である（福仲
ら , 1999）。 Holt and Mayer（ 1998）は、サトウキビが長期間栽培され
た土壌では、サトウキビ栽培履歴がない土壌に比べ微生物バイオマス
量は有意に低かったことを報告している。可給態窒素は土壌微生物バ
イオマスの炭素と窒素に正の相関がある（ Sakamoto and Oba, 1993; 関











関があった（ r=0.32、p<0.05、表Ⅱ -1）。一方、相関係数は作土深が 20 
cm 以上の圃場のみの場合の方が高かった（ r=0.54、 p<0.01、図Ⅱ -3）。
サトウキビは深根性の作物であり、その根は表層から地下 1 m まで伸
長する（山城 , 1968; 福澤ら , 2009）。また、根の 60～ 70%は 20 cm 以
下の深さに分布している（山城 , 1968）。北大東島のサトウキビ生産性
を向上させるためには、作土深を深くすることが効果的と考えら れる。
しかし、本研究では平均作土深は 22.1 cm であり（表Ⅱ -1）、沖縄県の
サトウキビ栽培で推奨されている基準値（ 40 cm）より浅い（沖縄県 , 
1979）。沖縄県に分布している土壌は粘土含量が高く、硬化しやすい特
性がある（浜崎 , 1979; 沖縄県 , 1979; 登川・寺沢 , 1982; 翁長・吉
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永 , 1988; 渡嘉敷 , 1993）。サトウキビ圃場の土壌は、収穫時に使用す
るハ ーベ スタ によ りち 密化 して いる こと が指 摘さ れて いる （上 野ら , 





破砕を 2 回おこなった圃場の作土深は 25.3 cm であり、心土破砕をお



























（２）土壌 pH（ H 2O）  
 甘蔗糖度は土壌 pH（ H 2O）とも有意な相関があり（ r=0.37、表Ⅱ -1）、
土壌 pH（ H 2O）が低いと甘蔗糖度も減少することが示唆された。一方、
CART の結果、交換性マグネシウムが 3.8 cmol c kg
- 1 以上の圃場におい
て、 pH が 7.2 以上の場合、甘蔗糖度は低下する傾向が示された（図Ⅱ
-5）。一般に、土壌中の鉄やその他の微量要素（銅、亜鉛、マンガン、
ホウ素など）は、土壌 pH 7 以上で不溶化する（樋口 , 2003; 松中 , 2003）。
サトウキビの生育に適した土壌 pH（ H 2O）は、5.5～ 6.5 である（沖縄県 , 
1979）。土壌 pH（ H 2O）が 7 以上の圃場において、サトウキビによる微
量要素吸収の抑制により、甘蔗糖度が低下する可能性に注意する必要
























性を向上させることが知られているが（ Ross et al., 1974; Anderson, 







 沖 縄 県 北 大 東 島 の 主 要 な 作 物 は サ ト ウ キ ビ で あ る 。 過 去 30 年 間
（ 1986/87 年期～ 2015/16 年期）の北大東島のサトウキビ平均収量は、













甘蔗糖度の高い圃場は、交換性マグネシウムが 3.8 cmol c kg
- 1 以上、か
つ土壌 pH（ H 2O）が 7.2 未満であった。これらのことから、北大東島の
サトウキビ生産性を向上させるために、土壌管理は、可給態窒素、作
































や 台 風 な ど の 気 象 要 因 に 加 え て 土 壌 肥 沃 度 の 低 さ が 指 摘 さ れ て い る
（亀谷，2006; 杉本・寺島，2006）。Ⅱ章では北大東島の実態調査から、
同島のサトウキビ収量には、可給態窒素と作土深が特に影響している
ことを示した（ Yoshida et al., 2016）。本章では、サトウキビ収量に
対して、より影響が強かった可給態窒素に焦点を当てる。  
 一般に、可給態窒素を富化させるには堆肥や緑肥等の有機物施用が







え（ 2～ 3 月頃に植え付け、翌年 2～ 3 月頃に収穫）、夏植え（ 8 月～ 9 月
頃に植え付け、翌々年 2～ 3 月頃に収穫）、株出し（前作収穫後に残っ



















平均 700 Mg でその全てが島外に出荷されている。一方、南アフリカで
は糖蜜の施用によりサトウキビが増収した事例や肥料としての利用例




元するなどして資源循環を図っており（ Bruna et al., 2015; Claudia 
et al., 2016）、蒸留廃液の継続的な施用によって、土壌中の窒素とカ
リウムが増加することや（ Renato et al., 2013)、サトウキビ収量が

















当該圃場は 15 年前に圃場整備を実施しており、長方形（ 140 m×100 m，
1.4 ha）の形状をした現地農家圃場である。これまでサトウキビ以外
の栽培履歴はない。土壌は大東マージ（赤黄色土，Typic Paleudults）
である（包括的土壌分類第一次試案 , 小原ら , 2011; Soil Survey Staff, 
2014）。試験区は圃場の南東部分に設置した。  
 サトウキビは春植え栽培し、続けて収穫後の萌芽茎を栽培する株 出
し栽培を 1 作おこなった。試験区は対照区（糖蜜施用なし）、20Mg 区（糖
蜜  20 Mg ha - 1 施用）、 50Mg 区（糖蜜 50 Mg ha - 1 施用）の 3 処理、 1 区 4
畝×7 m(畝幅 1.5 m)の 42 ㎡とし、各区 4 反復設けた。  
 2014 年 2 月 4 日、20Mg 区と 50Mg 区に糖蜜を散布した。散布方法は、
糖蜜が試験区内で均一に散布されるように、 20Mg 区は糖蜜を 10L 容量
のバケツを用いて 30 cm 間隔で 4.2 kg ずつ、すじ撒きした（計 84 kg 
plot - 1）。50Mg 区は糖蜜を 30 cm 間隔で 10.5 kg ずつ、すじ撒きした（計
210 kg plot - 1）。散布翌日、すべての試験区をロータリで深さ 20 cm 程
度まで耕うんした。本試験で施用した糖蜜の化学性（現物中）は、水
分 296 g kg - 1、 C 227 g kg - 1、 N 13.5 g kg - 1 で C/N 比は 16.8 であった
（表Ⅲ -1）。また、 pH は 6.3 を示し、 P 2O 5 2.3 g kg
- 1、 CaO 11.0 g kg - 1、
MgO 10.9 g kg - 1、 K 2O 83.3 g kg
- 1 であり、 K 2O は特に多く含まれていた。
こ れ ら の 成 分 量 は 、 既 往 の 報 告 値 と 比 較 し て ほ ぼ 同 程 度 で あ っ た




  表Ⅲ -1 糖蜜の化学性（現物中）  
 
 
 糖蜜施用によってもたらされる養分量は、20Mg 区で窒素  270 kg ha - 1、
リン酸 (P 2O 5) 46 kg ha
- 1、カリ (K 2O) 1,666 kg ha
- 1 となり、 50Mg 区は
窒素  675 kg ha - 1、リン酸  115 kg ha - 1、カリ  4,165 kg ha - 1 であった (表
Ⅲ -2)。  
 
表Ⅲ -2 試験区概要  
 
※ 1 糖蜜由来成分量は全量を示す。  
※ 2 追肥施用量は， 2 回分の合計量を示す。  
 
 2014 年 2 月 21 日、対照区のみ化学肥料を地域慣行に準じて、窒素
96 kg ha - 1、リン酸 36 kg ha - 1、カリ 36 kg ha - 1 を苗の植え付けと同時
に植溝に施用し、覆土した。  20Mg 区および 50Mg 区には化学肥料は施
用しなかった。 2 月 27 日、サトウキビ (品種： F161)を植え付け、春植
え栽培を開始した。4 月 27 日と 6 月 25 日の 2 回、雑草防除と倒伏防止
を兼ねて土寄せをおこなった。その際に、全ての試験区に対して、追
肥として化学肥料でそれぞれ窒素 96 kg ha - 1、リン酸 36 kg ha - 1、カリ
36 kg ha - 1 を株元の土壌表層へすじ撒きし、覆土した。 2015 年 2 月に
水分 C N P2O5 K2O C a O M g O
6 . 3 1 6 . 8 296 227 13.5 2.3 83.3 11.0 10.9
C / N 比pH
( g  k g-1)
N P2O5 K2O N P2O5 K2O N P2O5 K2O
( M g  h a
-1
)
対照区 0 0 0 0 96 36 36 192 72 72
20 Mg区 20 270 46 1666 0 0 0 192 72 72
50 Mg区 50 675 115 4165 0 0 0 192 72 72
対照区 0 0 0 0 65 36 50 192 72 72
20 Mg区 0 0 0 0 65 36 50 192 72 72














( k g  h a
-1
) ( k g  h a
-1







基肥は 2015 年 2 月 21 日に、窒素 65 kg ha - 1、リン酸 36 kg ha - 1、カリ
50 kg ha - 1 を株元の土壌表層へすじ撒きし、覆土した。追肥は 5 月 4
日と 6 月 7 日の平均培土および高培土時に、それぞれ窒素 96 kg ha - 1、
リン酸 36 kg ha - 1、カリ 36 kg ha - 1 を株元の土壌表層へすじ撒きし、
覆土した。 2016 年 2 月にサトウキビを収穫した。  
 
（２）生育及び収穫調査  
 追肥前の糖蜜施用 66 日後（ 2014 年 4 月 11 日）に生育調査をおこな
った。調査項目は茎数とし、試験区内の 4 畝（畝長 7 m）について正常
な生育を示す茎数を計測した。  
 収穫調査は春植え収穫時（ 2015 年 2 月 14 日～ 16 日）と株出し収穫
時（ 2016 年 2 月 12 日～ 14 日）におこなった。1 区あたり平均的な生育






甘蔗糖度は氏原ら（ 2001）の方法に準じた。すなわち、採取した 3 本
を全てシュレッダーにて粉砕し、その粉砕試料から 100g 程度を取り、




 土壌は、 2014 年 2 月 4 日（糖蜜散布前）と 2 月 28 日（糖蜜散布 24
日後）、 4 月 12 日（ 67 日後）、 5 月 31 日（ 116 日後）、 8 月 27 日（ 204
41 
 
日後）、 2015 年 2 月 14 日（ 375 日後）、 7 月 30 日（ 541 日後）、 2016 年
2 月 12 日（ 738 日後）に試験区内の 6 ヶ所から、表層 1cm 程度を除い
た後、作土（深さ 20cm 程度）をスコップで採取し、混和して 1 試料と
した。礫や植物残さを取り除いて、室内にて風乾後、2mm 目の篩を通し
供試土壌とした。  
 分析項目は、pH（ H 2O）、EC、可給態窒素、可給態リン酸、交換性カリ
ウム、腐植とし、糖蜜散布前の試料については陽イオン交換容量も測
定した。分析方法は、 pH（ H 2O）は 1:2.5 ガラス電極法、 EC は 1:5 水浸
出法、可給態リン酸、交換性カリウム、腐植および CEC は全農型土壌
分 析 ZA-Ⅱ に よ る 全 農 型 分 析 法 に よ り お こ な っ た 。 可 給 態 リ ン 酸 は
pH3-0.001M 硫酸抽出 -Murphy-Riley 法、交換性カリウムは pH4.8 塩化
ナトリウム -酢酸ナトリウム抽出 -テトラフェニルホウ素ナトリウム比
濁法、腐植は熊田法、 CEC はショーレンベルガー変法 -インドフェノー
ル法 (改法 )で測定した（土壌環境分析法編集委員会， 2003）。可給態窒
素は保温静置法でおこなった。すなわち、 100 ml 容量の UM サンプル瓶
に土壌 20g を入れ、最大容水量の 60%に相当する蒸留水を静かに添加し、
これを 30℃で 4 週間培養した。培養前後に土壌の無機態窒素を 2 M KCl
溶液で抽出し、 Auto Analyzer（ SYNCA、  BLTEC）で測定した。可給態
窒素は、培養前後の無機態窒素の差から求めた。 また、この培養前の
無機態窒素の分析値を土壌中の無機態窒素とした。  
 試験開始時の作土の化学性は、 pH（ H 2O） : 5.2、 EC: 15.5 mS m
- 1、
無機態窒素 : 3.6 mg kg - 1、可給態窒素 : 14.1 mg kg - 1、可給態リン酸 : 74.4 
mg kg - 1、交換性カリウム : 1.0 cmol c kg
- 1、腐植 : 15.2 g kg - 1、陽イオ
ン交換容量 : 15.7 cmol c kg









ム含量を分析した。試料は各試験区から第 3 展開葉を 15 枚採取し、風
乾後、粉砕器（ IMF-800DG、  岩谷産業）にて粉砕し分析に供した。分
析はまず試料 0.1 g を 100ml テフロン性容器に測りとり、 60%硝酸 8 ml
と 46%フッ化水素酸 2 ml を加え、 200℃で 50 分間湿式分解した。その
後、得られた分解液を原子吸光（ AAnalyst200、 PERKINELMER）で分析





円  Mg - 1，株出し : 21,745 円  Mg - 1）を掛けて算出した。化学肥料は対照
区で基肥と追肥 2 回の計 3 回施用した。施肥 1 回あたりの費用は 57 千
円  ha - 1（ 1,900 円  袋 - 1×30 袋  ha - 1）かかることから、対照区における
2 作分の肥料コストは 57 千円  ha - 1×3 回×2 作の 342 千円  ha - 1 とした。
20Mg 区および 50Mg 区における 2 作分の肥料コストは春植えの基肥のみ
施用していないことから、施肥 1 回分の費用を差し引き 285 千円  ha - 1
とした。糖蜜施用コストは、北大東製糖 (株 )の糖蜜施用料金 1,000 円  
Mg - 1 から各試験区で施用した量（ 20Mg および 50Mg）を掛けて算出した。
対照区との収益差額は、売上額から 2 作分の肥料コストと糖蜜施用コ
























 生育調査の結果、糖蜜施用 66 日後（ 2014 年 4 月 11 日）の茎数は、
対照区，20Mg 区，50Mg 区でそれぞれ試験区あたり 259，326，311 本と
有意差はなかったものの，対照区に比べ糖蜜施用区で増加する傾向が
みられた．  
 収量調査の結果、春植えの原料茎重は、対照区、 20Mg 区、 50Mg 区で
それぞれ 47.3、 52.8、 56.5 Mg ha - 1 と糖蜜施用量に伴って増加し、対
照区と 50Mg 区で有意差があった（ p<0.05、図Ⅲ -1）。株出しの原料茎
重も同様に、対照区、20Mg 区、50Mg 区でそれぞれ 39.9、48.5、55.4 Mg 
ha - 1 と糖蜜施用量に伴って増加し、対照区と 50Mg 区で有意差があった
（ p<0.05）。春植えと株出しの原料茎重を合計すると、対照区、20Mg 区、




     図Ⅲ -1 収穫されたサトウキビ原料茎重の比較  
※ 同 一 項 目 で 同 符 号 を 含 む も の に 有 意 差 が な い こ と を 示 す （ p<0.05, 
Tukey-Kramer 法）。また、エラーバーは標準偏差を示す。   
 
 原料茎数は春植え、株出しともに糖蜜施用量に伴って増加し、対照
区と 50Mg 区で有意差があった（ p<0.05、表Ⅲ -3）。一方、原料茎長、
茎径、甘蔗糖度は試験区間に有意差はなかった。また、春植え収穫時
の葉身 K および葉身 Mg においても、試験区間に有意差はなかった。  
 
 表Ⅲ -3 サトウキビの収量調査結果  
 
※ 同 じ 列 の 同 符 号 を 含 む も の に 有 意 差 が な い (p<0.05)こ と を 示 す



































春植え 株出し 春植え 株出し 春植え 株出し 春植え 株出し
対照区 667 a 508 a 186 a 177 a 20.0 a 21.3 a 13.6 a 13.8 a 8.3 a 2.0 a
20Mg区 785 ab 642 ab 182 a 183 a 19.8 a 21.3 a 13.5 a 13.7 a 7.6 a 2.1 a













24 日後（ 2014 年 2 月 28 日）では対照区、 20Mg 区、 50Mg 区でそれぞれ
5.2、 15.1、 20.2 mg kg - 1 と糖蜜施用量に伴って増加し、対照区と 20Mg
区および 50Mg 区で有意差があった（ p<0.05，図Ⅲ -2）。糖蜜施用から
67 日後（ 2014 年 4 月 12 日）では対照区、 20Mg 区、 50Mg 区でそれぞれ
13.6、25.1、39.0 mg kg - 1 と糖蜜施用量に伴って増加し、対照区と 50Mg
区で有意差があった（ p<0.05，図Ⅲ -2）。一方、糖蜜施用 204 日以降（ 2014
年 8 月 27 日）は、試験区間に有意差はなかった。  
 
 
図Ⅲ -2 糖蜜施用後の無機態窒素の推移  
※同経過日数で同符号を含むものに有意差がないことを示す（ p<0.05, 
Tukey-Kramer 法）。また、エラーバーは標準偏差を示す。  
 
 可給態窒素は糖蜜施用量に伴って増加し、春植え収穫時までその傾
向は続いた（図Ⅲ -3）。  糖蜜施用から 24 日後、可給態窒素は対照区、
20Mg 区、 50Mg 区でそれぞれ 14.0、 40.7、 74.9 mg kg - 1 の順に増加した
（ p<0.05）。その後、糖蜜施用区の可給態窒素は緩やかに低減した。春






















































区で 24.2 mg kg - 1 となり、50Mg 区は対照区、20Mg 区と比べて有意（ p<0.05）
に高かったものの、試験区間の差は小さくなった。株出し栽培時には
各試験区間の差はさらに縮小し有意差はなくなり、収穫時には対照 区
で 19.7 mg kg - 1 に対して、20Mg 区で 24.3 mg kg - 1、50Mg 区で 23.0 mg kg - 1




       図Ⅲ -3 糖蜜施用後の可給態窒素の推移  
※同経過日数で同符号を含むものに有意差がないことを示す（ p<0.05, 
Tukey-Kramer 法）。また、エラーバーは標準偏差を示す。  
 
 交換性カリウムは糖蜜施用量に伴って増加し、20Mg 区と 50Mg 区は試
験期間を通して、対照区に比べて有意（ p<0.05）に高い値を示した（図
Ⅲ -4）。すなわち、糖蜜施用から 24 日後、交換性カリウムは対照区、
20Mg 区、 50Mg 区でそれぞれ 1.1、 2.6、 4.4 cmol c kg
- 1 の順に増加した
（ p<0.05）。その後、糖蜜施用区の交換性カリウムは緩やかに低減して
いくものの、株出し収穫時においても、対照区、 20Mg 区、 50Mg 区でそ
れぞれ 1.0、 1.5、 1.8 cmol c kg




















糖 蜜 施 用 後経 過 日 数 （ 日 ）



























び 50Mg 区の間で有意差（ p<0.05）があった。  
 
 
      図Ⅲ -4 糖蜜施用後の交換性カリウムの推移  
※同経過日数で同符号を含むものに有意差がないことを示す（ p<0.05, 
Tukey-Kramer 法）。また、エラーバーは標準偏差を示す。  
 
 糖蜜施用による収益への影響を検証した結果を表Ⅲ -4 に示す。糖蜜
施用量に伴って原料茎重が増加したため、売上げも増加した。また、
糖蜜を施用した 20Mg 区および 50Mg 区では春植えの基肥として化学肥
料を施用していないため、肥料コストが抑えられた（春植え 基肥コス
トは 1 ha あたり 5.7 万円）。売上げの増加分と肥料コスト抑制分を合
わせ対照区と比較すると、収益は対照区に比べ 20 Mg 区で 1 ha あたり























































る収益性の向上（ 1 ha 当たり千円）  
 
※売上げは、各年のサトウキビ価格×原料茎重から算出した。また、
糖蜜の施用コストは、北大東製糖 (株 )の糖蜜散布料金（ 10 Mg あたり 1




北大東島内の 26 圃場について比較したところ、両者に相関係数 0.574
の有意な正の相関が認められ、本研究で実施した 12 地点においても相
関係数 0.364 の有意な正の相関がみられた。また、農家圃場と試験圃
場の両者を併せると相関係数は 0.649 となり最も高くなった（図Ⅲ -5）。 
 
     図Ⅲ -5 春植え収量と次作の株出し収量の関係  
      （ **: 1.0%水準で有意であることを示す）  
春植え 株出し 2作合計
対照区 1,030 868 1,898 342 0 -
20Mg区 1,149 1,055 2,204 285 20 + 343




































ると、 C 322 g kg - 1、 N 19.2 g kg - 1、 P 2O 5 3.3 g kg
- 1、 K 2O 118 g kg
- 1
となる。金城ら（ 2011）の報告では、沖縄県産牛ふん堆肥の成分平均
値（乾物あたり）は C 292 g kg - 1、 N 23.0 g kg - 1、 P 2O 5 23.0 g kg
- 1、
K 2O 30.0 g kg
- 1 である。従って、糖蜜は牛ふん堆肥と比べ、 P 2O 5 は少




 糖蜜をサトウキビに対して施用した結果、糖蜜施用 66 日後の茎数は




植えで 12～ 19%、株出しで 22～ 39%増加した（図Ⅲ -1）。また、原料茎
数は糖蜜施用によって、春植えで 18～ 20%、株出しで 26～ 36%有意に増
加した（表Ⅲ -3）。サトウキビの収量構成要素は原料茎長、原料茎数、





日後における土壌中無機態窒素は対照区、 20Mg 区、 50Mg 区でそれぞれ
5.2、 15.1、 20.2 mg kg - 1 と糖蜜施用量に伴って増加し、対照区と糖蜜
施用区で有意差があった（ p<0.05，図Ⅲ -2）。糖蜜施用 67 日後（ 4 月
12 日）では対照区、 20Mg 区、 50Mg 区でそれぞれ 13.6、 25.1、 39.0 mg 
50 
 
kg - 1 と 24 日後の値に比べ増加していることから、窒素の無機化が進行




 一方，土壌中の無機態窒素は糖蜜施用 204 日（ 8 月 27 日）以降、有
意差はないにも関わらず原料茎数は増加した。 本試験において春植え
の窒素施用量（基肥＋追肥分）は、対照区で 288 kg ha - 1 となった。同
じく、春植えの糖蜜施用区では糖蜜由来の窒素量（表Ⅲ -1 の成分含量
より試算）と追肥による施用量を併せると、 20Mg 区では 462 kg ha - 1、
50Mg 区で 867 kg ha - 1 となり、対照区に比べ 1.6～ 3.0 倍量の窒素が施
用されたことになる。一方 で、窒素施用量がサトウキビ生育・収量に
及ぼす影響について、久場（ 1993）は沖縄県内の国頭マージ熟畑にお
いて窒素を 0、 130、 260、 390 kg ha - 1 施用し収量を調査したところ、
260 kg ha - 1 以上から増収しないことを報告している。また、Meyer et al. 






は 6 月とされている（沖縄県， 2014b）。その理由は、サトウキビの生
育盛期（ 6 月下旬の梅雨明けから 10 月ころまで）に入ると、サトウキ
ビ作物体が大きくなり、畑内での施肥作業が困難になるためである。






蜜 施 用 に よ っ て 可 給 態 窒 素 の 向 上 が み ら れ た （ 図 Ⅲ -3）。 Wynne and 
Meyer （ 2002）は、糖蜜に含まれる固形物の 55%がスクロースであるこ
とを報告し、神谷ら（ 2004）も同様の報告をしている。これらの知見
から、本試験で使用した糖蜜もスクロースのような易分解性炭素が多












する（ Yoshida et al., 2016）。しかし、本試験における株出し栽培時
の可給態窒素は、生育中期（糖蜜施用 541 日後、図Ⅲ -3）で各試験区
間に有意差はなく、収穫時で有意差があった対照区と 20Mg 区でも、そ




















大東島の各作型別収穫面積（ 2016 年）は、春植え 63 ha、夏植え  23 ha、
株出し  285 ha であった。各作型の窒素施用量は、春植え 200 kg ha - 1、
夏植え 240 kg ha - 1、株出し 220 kg ha - 1 であり（沖縄県， 2016c）、北
大東島におけるサトウキビ栽培で施用される化学肥料由来の窒素量は
年間で 80,820 kg と推計できる。他方、北大東島から発生する糖蜜は
年間 700 Mg 程であり、その窒素量は 9,450 kg となる（糖蜜中の窒素
13.5 g kg - 1 で算出、表Ⅲ -1）。これは、窒素肥料として施用される量の
11.7%程度に留まる。また、本研究では糖蜜を施用した試験区には基肥
を施用しなかった（表Ⅲ -2）。これは、糖蜜から施用される窒素量 9,450 
kg を基肥の化学肥料窒素から削減できることを示唆してい る。さらに、
北大東島の地下水の硝酸態窒素及び亜硝酸態窒素は 0.06 ppm と環境基
準値 10 ppm を大幅に下回っている（沖縄県 , 2014a）。これらのことか
ら、北大東島で 1 年間に発生する糖蜜を島内のサトウキビ圃場へ全て
施用したとしても、環境への影響は少ないと考えられたが、今後、島
内の窒素収支も考慮し環境への負荷について検証する必要がある。   
 前述したとおり、北大東島における糖蜜発生量は年間約 700 Mg で、
これを春植え圃場 94 ha(2006-2015 年平均 )に施用したと仮定すると、








 本試験では糖蜜を施用することで、糖蜜由来のカリウムが 20Mg 区で








サトウキビに対する堆肥連用試験では、堆肥 100 Mg ha - 1 までの施用量
でも甘蔗糖度への影響はみられていない。この時の堆肥由来のカリウ
ム施用量は約 370 kg ha - 1 であった。本試験でも、 20Mg 区、 50Mg 区の
甘蔗糖度は春植え、株出しともに低下はみられず、春植収穫時の葉中
カリウム含量は同程度であり、葉中マグネシウム含量も変化はみられ
なかった。このことから、本試験においては糖蜜 50Mg ha - 1 までの施用
量であればサトウキビのマグネシウム吸収や甘蔗糖度への影響はない







 糖蜜施用によって農家の収益性（ 2 作合計、 1 ha あたり）は、対照
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家収益の増加額は、糖蜜 1 Mg あたり 5～ 9 千円であり（ 1 作、 1 ha あ







リウムが土壌へ供給された  （表Ⅲ -2）。沖縄県サトウキビ栽培指針に
おいて、大東マージのカリウム施肥量は 60 kg ha - 1（春植え、熟畑）と
されている。また、糖蜜施用区の交換性カリウムは、栽培期間中、常









 沖縄県北大東島の主要作物はサトウキビであるが、過去 30 年間の平
均収量は 42 Mg ha - 1 と沖縄県平均 63 Mg ha - 1 より低く、収量向上が求
められている。本章ではサトウキビ 収量を向上させる手段として、製
糖副産物の糖蜜に着目し、その施用効果を検証する目的で圃場試験を
おこなった。試験区は対照区（糖蜜施用なし）、20 Mg 区（糖蜜 20 Mg ha - 1
55 
 
施用）、 50 Mg 区（糖蜜 50 Mg ha - 1 施用）の 3 処理、 4 反復とした。栽
培は春植え栽培および株出し栽培の 2 作とし、糖蜜は春植え栽培の植
え付け前に施用した。  
 収量調査の結果、収量は対照区、 20Mg 区、 50Mg 区でそれぞれ 87.2、
101.3、 111.9 Mg hg - 1 の順に増加した（ p<0.05）。原料茎数も糖蜜施用
量に伴って有意に増加したが（ p<0.05）、原料茎長、茎径は 2 作共に差
はなく、収量増加は原料茎数増加によると推察された。  








区間で差はなかった。このことから、糖蜜 50 Mg ha - 1 までの施用量で
あれば、サトウキビのマグネシウム吸収や甘蔗糖度への影響はないと
判断された。  
 糖蜜施用による農家の収益性（ 1 ha あたり・ 2 作合計）を試算した
ところ、対照区に比べ 20Mg 区で 34.3 万円、50Mg 区で 54.4 万円向上し
た。  





















ている（吉田 , 1965; 間藤ら , 1991; 三宅 , 1993; 前川ら , 2003; 小
林ら , 2006）。加えて、ケイ酸は作物の耐乾性を高めるなど環境ストレ
ス 耐性 を 向 上 させ る こと が 報 告 され て いる （ 服 部 , 2005; 森・ 藤 井 , 
2013）。また、土壌の可給態ケイ酸は水稲茎葉中のケイ酸含有率や水稲
のケイ酸吸収量と正の相関を示す（今泉・吉田 , 1958; Kato et al., 





が報告されている（ Ross et al., 1974; Anderson, 1991）。また、 Meyer 














 国内における可給態ケイ酸の分析法は、土壌中のケイ酸を pH4 酢酸
緩衝液で抽出し、抽出液中のケイ酸含量を測定する酢酸緩衝液抽出法
（以下、 AB 法）と、土壌中の吸着態ケイ酸をリン酸と置換して抽出液





る（日本土壌協会 , 2001a）。古江ら（ 2000）はサトウキビ栽培におけ
る可給態ケイ酸の土壌診断基準値として、 AB 法分析値で 200mg kg - 1 と
することを提唱している。井上ら（ 2014）は徳之島の非火山灰土につ
いて AB 法と PB 法の比較をし、有意な正の相関があることから、ケイ
酸施用履歴が少ないサトウキビ畑では AB 法による評価も有効と報告し
ている。大屋ら（ 1989）は、宮古島の島尻マージ（暗赤色土）におい









評価するための可給態ケイ酸分析法として、AB 法と PB 法の 2 法の比較、
ついで、 AB 法あるいは PB 法と土壌 pH（ H 2O）との比較をおこなった。









した 40 試料を用いた。サトウキビ収量、土壌 pH（ H 2O）は第Ⅱ章のデ
ータを使用した。可給態ケイ酸の分析は、以下の方法で測定した。  
 
 ①酢酸緩衝液抽出法（ AB 法）  
 酢酸緩衝液抽出法は、「土壌、水質及び作物体分析法（農産業振興奨
励会 , 1993）」に準じた。すなわち、風乾細土 4 g を 100 ml 容ポリエ
チレンビンにとり、これに pH4.0 酢酸緩衝液 40 ml を加え、振とう器
で 5 分間振とうした。その後 40 ℃定温水槽に 5 時間静置し、静置中 2
時間後および 4 時間後に、 15 秒間手で振り混ぜた。静置後ろ紙（№ 6）
でろ過し、ろ液 10 ml を 50 ml 容比色管にとり 0.6 N HCl 5 ml 及び 10%
モリブデン酸アンモニウム液 5 ml を加え、混合した後、約 3 分間放置
した。次いで、亜硫酸ナトリウム液 10 ml を加えてモリブデンブルー
を発色し、約 1 時間後に、波長 810 nm で吸光度を分光光度計（セル長：
10 mm）で測定した。  
 




会 , 2001b）」に準じた。すなわち、風乾細土 5 g を 100 ml 容ポリエチ
レンビンにとり、pH6.2 リン酸緩衝液 50 ml を加えて 5 分間振とうした
後、 40 ℃定温器中に 24 時間静置した。これを再び 5 分間振とうした
後、ろ紙（№ 6）で固液分離し、抽出液を得た。この抽出液 1 ml を 100 
ml 容比色管へ入れ、蒸留水を加えて比色管の目盛りで 25 ml にした。
0.25 M 塩酸 10 mL を加え、よく混合した後、 10 %モリブデン酸アンモ
ニウム液 5 ml を加え、直ちに混合した。2 分後、20% 酒石酸溶液 7.5 ml
を加え混合し、さらに 2 分後、混合還元剤 2 mL を加え、よく混合した。
蒸留水を加え 50 ml とし、ふたをして混合し 1 時間経過した試料につ
いて、吸光度（波長 810 nm）を分光光度計で測定した。  
 
２） AB 法と PB 法の比較及び AB 法、 PB 法と土壌 pH（ H 2O）の比較  
 AB 法と PB 法の比較には前述の分析結果を用いた。また、土壌 pH（ H 2O）





土壌 pH（ H 2O）を 3 段階に調整した。酸性矯正後、土壌 9kg を 1/2000
ワグネルポットに充填しサトウキビ（ F161）を栽培した。栽培期間は
2014 年 4 月から 2015 年 3 月とした。処理区は対照区（酸性矯正なし）、
L1 区（苦土石灰 30 g pot - 1 添加）、 L2 区（苦土石灰 60 g pot - 1 添加）、
L3 区（苦土石灰 90 g pot - 1 添加）の 4 処理 5 反復とした。植付け時の
土壌 pH（ H 2O）は対照区、L1 区、L2 区、L3 区でそれぞれ 4.4、5.0、5.8、
6.0 となった（表Ⅳ -3）。基肥は植付け前に化学肥料「 BB666」をポット
あたり 1.9 g （窒素、リン酸、加里でそれぞれ 60、 23、 23 kg ha - 1 と
なる量）を施用した。追肥は 5 月と 6 月の 2 回おこない、5 月は基肥と
同量、6 月はポットあたり 2.5 g （窒素、リン酸、加里でそれぞれ 80、
60 
 
30、 30 kg ha - 1 となる量）を施用した。  
 土壌は植付け時（ 4 月）、生育中期（ 9 月）、収穫時（ 3 月）に採取し
た。採取方法は、サトウキビ株元から約 5 cm ほど離れた箇所の表層か
ら 15cm 下までをオーガで採取した。採取した土壌は礫や植物残さを取
り除いて、室内にて風乾後、2mm 目の篩を通し供試土壌とした。分析項
目は、土壌 pH（ H 2O）および可給態ケイ酸とした。土壌 pH（ H 2O）は 1:2.5
ガラス電極法により分析した。可給態ケイ酸は AB 法で測定した。  
 サトウキビの作物体は収穫時に梢頭部、茎、葉を分けて採取した。




（日本土壌協会 , 2001b）」に準じた。すなわち、粉砕した試料約 0.2 g
を秤量し、硝酸を加えマイクロ波湿式分解法で分解した。分解後の溶
液を定量ろ紙（№ 6）でろ過し、ろ紙に残った残渣をろ紙ごとマッフル
炉にて、 550 ℃で 2 時間強熱した。燃焼後、残渣の重量を測定しケイ
酸含量を求めた。また、葉身のカルシウムおよびマグネシウムは、粉
砕した試料 0.1 g を 100 ml テフロン性容器に測りとり、 60%硝酸 8 ml
と 46%フッ化水素酸 2 ml を加え、 200 ℃で 50 分間湿式分解した。その
後、得られた分解液を原子吸光（ AAnalyst200、 PERKINELMER）で分析





 実態調査圃場の可給態ケイ酸は AB 法分析値が平均 164 mg kg - 1、 PB




で 200 mg kg - 1 と提唱していることから、 AB 法分析値 200mg kg - 1 以上、
100～ 200 mg kg - 1、 100 mg kg - 1 未満で区分し圃場割合を検討した。そ
の結果、 200mg kg - 1 以上の圃場は全体の 35%程度であった。一方、 100
～ 200 mg kg - 1 の圃場は 20%、 100 mg kg - 1 未満の圃場は 45%となった（図
Ⅳ -1）。  
 









 可給態ケイ酸とサトウキビ収量との関係を比較したところ、 AB 法分
析値、 PB 法分析値ともに相関はなかった（図Ⅳ -2）。  
 
 










































表Ⅳ -1 北大東島可給態ケイ酸  










図Ⅳ -1 可給態ケイ酸（ AB 法）  
から区分した圃場割合  













２） AB 法と PB 法の比較及び AB 法、 PB 法と土壌 pH（ H 2O）の比較  
 AB 法と PB 法の分析値を比較した結果、両者に有意な正の相関があっ
た（図Ⅳ -3、 p<0.01）。近似式から AB 法分析値で 500 mg kg - 1 までの範
囲では、 PB 法分析値が高い値を示すことが明らかとなった。  
 
           図Ⅳ -3 AB 法と PB 法の関係  
       （ **: 1.0%水準で有意であることを示す）  
 
AB 法分析値および PB 法分析値は土壌 pH（ H 2O）と有意な正の相関が
あり、相関係数は AB 法分析値、 PB 法分析値でそれぞれ 0.96、 0.93 で
あった（いずれも p<0.01、図Ⅳ -4）。可給態ケイ酸の AB 法分析値と PB
法分析値は、土壌 pH（ H 2O）が低いほど分析値の差が大きくなる傾向が
みられた。そこで、土壌 pH（ H 2O）を 6.5 以上、5.5 以上 6.5 未満、5.5
未満の 3 区分に仕分け、それぞれの可給態ケイ酸 2 法の平均値を比較
した（表Ⅳ -2）。その結果、 pH5.5 未満では AB 法で 88.3 mg kg - 1、 PB
法で 130.4 mg kg - 1 と両者に有意差があった（ p<0.01）。  
 

























 図Ⅳ -4 土壌 pH と可給態ケイ酸の関係  





 土壌 pH（ H 2O）は酸性矯正の結果、植付け時は対照区、L1 区、L2 区、
L3 区でそれぞれ 4.4、 5.0、 5.8、 6.0 と順に高くなる傾向を示し、 L2
区と L3 区の間以外で有意差があった（表Ⅳ -3, p<0.05）。生育中期以
降は全ての処理区間で有意な差が認められた（ p<0.05）。可給態ケイ酸
も土壌 pH（ H 2O）に伴って増加する傾向があり、植付け時は対照区、 L1
区、 L2 区、 L3 区でそれぞれ 84、 89、 111、 121 mg kg - 1 と順に高くなる
傾向を示し、対照区および L1 区と L3 区の間に有意差があった（表Ⅳ
-3, p<0.05）。収穫時の可給態ケイ酸は、全ての処理区間で有意差が認






y = 87.44x - 310.02
r = 0.96**
PB法（破線）























表Ⅳ -2 土壌 pH と可給態ケイ酸  
平均値の比較  
 
**: 1.0%水準で有意（ t 検定）  
AB法 PB法
6.5以上 324.8 350.1 n.s.
5.5～6.5 219.0 239.2 n.s.





    表Ⅳ -3 各処理区の土壌 pH（ H 2O）と可給態ケイ酸  
 
  ※各採取時期で異英字間に有意差（ 5%水準）があることを示す。  
 
 作物体中ケイ酸含量（乾物あたり）について、梢頭部は対照区、 L1
区、 L2 区、 L3 区でそれぞれ 10.3、 10.9、 8.1、 5.5 g kg - 1 と順に低く
なる傾向を示し、対照区および L1 区と L3 区の間に有意差があった（図
Ⅳ -5, p<0.05）。茎は処理区間で有意差はなかった。葉は対照区、L1 区、
L2 区、 L3 区でそれぞれ 19.0、 12.7、 12.4、 9.6 g kg - 1 と順に低くなる
傾向を示し、対照区とそれ以外の区で有意差があった（図Ⅳ -5, p<0.05）。 
 サトウキビのケイ酸吸収量は、対照区、L1 区、L2 区、L3 区でそれぞ
れ 2,9、 2.3、 2.2、 1.8 g pot - 1 と順に低くなる傾向を示し、対照区と
L3 区の間に有意差が認められた（図Ⅳ -6, p<0.05）。一方、サトウキビ
乾物重は対照区、 L1 区、L2 区、L3 区でそれぞれ 359、364、370、386 g 
pot - 1 と順に大きくなる傾向を示したが、有意差はなかった（図Ⅳ -6）。 
 
 
植付時 生育中期 収穫時 植付時 生育中期 収穫時
対照区 4.4 a 4.3 a 5.0 a 84 a 86 a 59 a
L1区 5.0 b 4.9 b 5.9 b 89 a 96 a 95 b
L2区 5.8 c 5.9 c 6.9 c 111 ab 130 b 159 c






























































































































 図Ⅳ -6 ケイ酸吸収量と乾物重  
※ 異 英 字 間 に 有 意 差 あ り （ 5%水 準 ）  
※ ケ イ 酸 吸 収 量 、乾 物 重 共 に 3 部 位 の
合 計 を 示 す 。  
※ C は 対 照 区 、エ ラ ー バ ー は 標 準 偏 差
を 示 す 。  
 図Ⅳ -5 各部位のケイ酸含量  
※ 異 英 字 間 に 有 意 差 あ り （ 5%水 準 ）  
※ C は 対 照 区 、エ ラ ー バ ー は 標 準 偏 差
を 示 す 。  
図Ⅳ -7 葉身中のカルシウムと  
        ケイ酸の関係  
（ **:1%水 準 で 有 意 で あ る こ と を 示 す ） 
図Ⅳ -8 葉身中のマグネシウムと  
        ケイ酸の関係  






 水 稲 を は じ め と す る イ ネ 科 の 植 物 は ケ イ 酸 含 有 率 が 高 く （ 高 橋 , 
1974; 三宅 , 1993）、サトウキビもケイ酸を多量に吸収するため（大屋
ら , 1989）、サトウキビ増収に向けてケイ酸肥沃度向上のための研究は
重要である。農林水産省が定めた地力増進基本指針では、水田の改善
目標として可給態ケイ酸は 150 mg kg - 1 としている（農林水産省 , 2008）。
古江・永田（ 2000）は、鹿児島県徳之島でおこなったケイ酸圃場試験
の結果からサトウキビ畑における可給態ケイ酸の土壌診断基準値とし
て 200 mg kg - 1（ AB 法）を提唱している。沖縄県においては、大屋ら（ 1989）
が可給態ケイ酸と土壌 pH（ H 2O）および可給態ケイ酸とサトウキビ葉身
ケイ酸含量に有意な正の相関があることを示した。その他、栽培分野




 本研究の結果、北大東島の可給態ケイ酸は AB 法で平均 164 mg kg - 1
であった（表Ⅳ -1）。また、 AB 法分析値 100 mg kg - 1 未満の圃場は全体
の 45%に達した（図Ⅳ -1）。古江・永田（ 2000）の可給態ケイ酸基準値

















ている報告例は多い（ Ross et al., 1974; Anderson, 1991; Savant et 






２） AB 法と PB 法の比較及び AB 法、 PB 法と土壌 pH（ H 2O）の比較  
 
（１） AB 法と PB 法の比較  
 可給態ケイ酸の分析法である AB 法と PB 法の分析結果を比較すると、
有意な正の相関があり、近似式から AB 法分析値で 500 mg kg - 1 までの
範囲では、PB 法分析値が高い値を示すことが判明した（図Ⅳ -3）。また、
図Ⅳ -4 より、土壌 pH（ H 2O）と可給態ケイ酸の相関は AB 法と PB 法で違
いがみられた。両者の分析値は土壌 pH（ H 2O）が低いほど差が大きくな
り、土壌 pH（ H 2O）が 5.5 未満の場合に有意差（ 1.0%水準）があった（表
Ⅳ -2）。井上ら (2014)は非火山灰土壌（徳之島の赤黄色土）において AB
法と PB 法分析値を比較したところ、両分析値に有意な正の相関がある
ことと、酸性土壌の土壌 pH(H 2O)が 5.0 未満では AB 法分析値に比べ PB





酸性を示すことが多いため（阿部・福士 , 1973; 渡嘉敷 , 1993）、北大
東島のケイ酸肥沃度の評価については、酸性土壌における可給態ケイ
酸とサトウキビのケイ酸吸収量を検証し、AB 法と PB 法の適用性を検討
する必要があると考えられた。また、 PB 法はケイ酸資材の施用履歴が
ある土壌のケイ酸肥沃度評価を目的としている（ Kato and Owa, 1996; 
茂角ら , 2002）。本研究において、 AB 法分析値より PB 法分析値が高い
傾向にあったのは、北大東島においてケイ酸資材の施用履歴がなく、
可給度の低いケイ酸塩を評価することがなかったためと考えられる。





畑土壌への適用性や AB 法と PB 法の違いについてさらに検証する必要
があると考えられた。  
 
（２） AB 法、 PB 法と土壌 pH（ H 2O）の比較  
 McKeague and Cline（ 1963）は、ケイ酸の吸着は pH4～ 9 の範囲にわ
たって増加し、 pH10 を超えると減少することを明らかにした。また、
三宅（ 1993）は可溶性ケイ酸は土壌 pH の上昇に伴って増加すること、
大屋・喜名（ 1989）は島尻マージにおいて可給態ケイ酸と土壌 pH（ H 2O）
に有意な正の相関があることを報告している。本研究においても AB 法、
PB 法分析値と土壌 pH（ H 2O）に有意な正の相関があった（図Ⅳ -4）。加
藤（ 1998）は、AB 法は土壌の可給態ケイ酸量以外に土壌 pH によっても
影響を受けるため、 pH が異なる土壌の可給態ケイ酸量を比較する場合
は留意する必要があると指摘している。前述の結果で示された酸性土








 本研究で土壌 pH（ H 2O）と可給態ケイ酸に有意な正の相関があること




壌 pH（ H 2O）が高いほど、可給態ケイ酸は高かった（表Ⅳ -3）。しかし、




が知られている（原田・篠 , 1970; 原ら , 1977; 松村ら , 2013）。本試
験において、酸性矯正はカルシウムとマグネシウムを含む苦土石灰で























 本研究で、土壌 pH（ H 2O）の上昇がサトウキビの可給態ケイ酸吸収を
抑制する可能性が示唆されたことから、過剰な酸性矯正には留意する











 ケ イ 酸 は サ ト ウ キ ビ に と っ て 最 も 多 く 吸 収 さ れ る 養 分 で あ り 、 収
量・品質の向上を促す。一方、北大東島のケイ酸肥沃度の実態やサト
ウキビ収量との関係は明らかではない。また、可給態ケイ酸の分析方





との関係を評価した。また、 AB 法、 PB 法の分析値およびこの 2 法と土
壌 pH（ H 2O）を比較することによりその特性を調べ、さらに酸性矯正し
た土壌を用いてサトウキビをポット栽培し、土壌 pH（ H 2O）が可給態ケ
イ酸とサトウキビ生育に及ぼす影響を評価した。その結果、北大東島
サトウキビ圃場の可給態ケイ酸は AB 法で平均 164 mg kg - 1 であり、 100 
mg kg - 1 未満の圃場割合は 45%とケイ酸肥沃度が低い実態が明らかとな
った。また、可給態ケイ酸とサトウキビ収量に相関関係は認められな
かった。この理由は判然としないものの、サトウキビ収量へ強く影響
するほかの要因があったためと考えられた。AB 法と PB 法の分析値は有
意な正の相関があり、さらに両分析値は土壌 pH（ H 2O）とも有意な正の




土壌 pH（ H 2O）の上昇に伴い可給態ケイ酸は増加したが、サトウキビの
ケイ酸吸収量は低下した。これは、酸性矯正による土壌 pH（ H 2O）とカ
ルシウムおよびマグネシウムの増加が、ケイ酸吸収に何らかの影響を
及ぼした可能性が考えられた。今後は、サトウキビのケイ酸吸収に関
しては土壌 pH（ H 2O）の変動による可給態ケイ酸への影響の検討以外に、

















中国におけるサトウキビの収量は約 45 Mg ha - 1 であったが（図Ⅴ -1）、
その後、徐々に増加し続け 2000 年代以降は約 1.6 倍の 70 Mg ha - 1 に達
している。一方、日本に目を転じると 1960 年代の収量はおよそ 60～ 70 




 図Ⅴ -1 日本およびサトウキビ主要生産国の収量推移  




















































































とした場合、2000 年代以降のコメ、コムギはおよそ 130～ 150 まで増加、
テンサイは 250 にまで達している（図Ⅳ -2）。一方、サトウキビの収量





図Ⅴ -2 サトウキビと国内主要農産物の収量推移  
（※： 1961 年を 100 とした場合の指数、 FAOSTAT よりデータを参照）  
 
 日本における主要なサトウキビ生産地は鹿児島県と沖縄県であり、
2015 年のサトウキビ生産量は鹿児島県で 50.5 万トン、沖縄県で 68.9
万トンである（鹿児島県 , 2016; 沖縄県 , 2016c）。鹿児島県、沖縄県





































































 サ ト ウ キ ビ は 多 照 多 雨 条 件 で の 栽 培 に 適 す る 作 物 で あ る （ 杉 本 , 
1999）。 C4 植物であるサトウキビは光合成能力が高く（川満 , 2004）、
光飽和点が高いため光が強くなるに伴って光合成速度は増加し続ける
（宮里 , 1986）。そのため、熱帯・亜熱帯における強い日射条件下で高
いバイオマス生産を示す（寺内 , 2002）。サトウキビの芽は 8℃以下の
低温では伸長せず、 25℃以上で急速に伸長する（宮里 , 1986）。沖縄県
は湿潤亜熱帯のアジアモンスーンに位置し、年平均気温は 23.3℃、年




年平均気温は 20.2℃と沖縄県より低い（ WMO, 2017）。そのため、沖縄
県は少なくともブラジルと同程度の 収量が得られる栽培環境ではある
と考えられる。  
 また、沖縄県ではサトウキビ生産性向上のため、 1972 年の本土復帰
以降、沖縄振興開発計画の一環として農地基盤整備が始まり、現在も













































振興機構 , 2010）。清水（ 2004）の報告では、地域別生産量は 1975 年












1960 年代から現在に至るまでに収量は約 2.5 倍に向上した（図Ⅴ -2）。
テンサイでは生産性向上の対策が数多く実施されている。農地集約化




















































る（亀谷 , 2006; 儀間 , 2016）。これらの問題点を個別に改良してサト
ウキビ収量が向上したことは、これまでの試験研究で明らかになって
いる。例えば、酸性土壌の改良により 10～ 25%増収すること（砂川・我
那覇 , 1969; 宮丸ら , 2013）、心土破砕による排水改善で 10%増収する
こと（新里ら , 2013）、堆肥の連用で 3～ 22%増収すること（後藤・永田 , 
2008）が挙げられる。しかし、サトウキビの生産環境には様々な問題

















億円）に占めるサトウキビの割合は 74%（ 4.9 億円）である（農林水産
省 , 2017）。 2015 年における圃場整備率は沖縄県全体では 60%であるの
に対し、北大東島では 89%と高く（沖縄県 , 2017）、 5 ha 以上農地を経
営している大規模経営農家割合は 49%（農林水産省 , 2017）、機械化収









合が多い（阿部・福士 , 1973; 渡嘉敷 , 1993; 宮丸 , 2013）。北大東島
の過去 30 年間（ 1986/87 年期～ 2015/16 年期）のサトウキビ平均収量





































変数 が数 値の 場合 は重 回帰 分析 と同 等の 分析 が可 能で ある （加 藤ら , 


















態窒素を 16.5 mg kg - 1 以上かつ作土深を 29 cm より深くすることが目
安となる。沖縄県のサトウキビ畑における土壌診断基準値では、作土







果、まず交換性マグネシウムが影響し次いで土壌 pH（ H 2O）が影響した
（図Ⅱ -5）。また、甘蔗糖度の高い圃場の土壌は交換性マグネシウムが
3.8 cmol c kg

















ことを報告し、 Meyer et al.（ 1983）は、土壌有機物量と無機化窒素
量に正の相関があることを示している。このように、可給態窒素の増
加には有機物施用が有効である（片峯ら , 2000; 青山ら , 2002; 高間・
廣澤 , 2008; 宮丸ら , 2012）。有機物施用により可給態窒素が増加する
理由は、有機物の施用によるバイオマス窒素・炭素量の増加が考えら
れる。可給態窒素は土壌微生物バイオマスの炭素と窒素に正の相関が
ある（関ら , 1996; 坂本 , 1998; 宮丸ら , 2012）。 Kaur et al.（ 2005）
は有機物施用で土壌微生物バイオマス炭素・窒素量が 増加したと報告
している。一方、 Holt and Meyer（ 1998）は、サトウキビが長期間栽
培された土壌では、サトウキビ栽培履歴がない土壌に比べ微生物バイ
オマス量は有意に低かったことを報告している。また、 Pushpa et al. 













サトウキビは深根性の作物で、根は表層から地下 1 m まで伸長し、そ





（浜崎 , 1979; 登川・寺沢 , 1982; 翁長・吉永 , 1988; 渡嘉敷 , 1993）。
ロータリによる耕起の影響に加えて、収穫時に使用するハーベスタに
よりち密化していることが指摘されている（上野ら , 2008; Péreza et 


















 甘蔗糖度に影響する土壌要因は、交換性マグネシウムと土壌 pH（ H 2O）
であった。 Anderson（ 1991）は土壌中のマグネシウムと糖生産量に有
意な正の相関があることを示しており、本研究でも同様な結果が得ら
れた。一方、交換性マグネシウムが 3.8 cmol c kg
- 1 以上の圃場において、
土壌 pH（ H 2O）が 7.2 以上の場合、甘蔗糖度は低下する傾向があった（図
Ⅱ -5）。この原因は判然としないが、土壌 pH（ H 2O）が 7 以上では光合
成に関与する鉄やその他の微量要素が不溶化し、サトウキビへの吸収
が抑制されることが関係すると推測される（樋口 , 2003; 松中 , 2003）。
Naik （ 1988）は土壌 pH が 7.8～ 8.6 を示す土壌でサトウキビの鉄欠乏
による黄化がみられたことを報告している。このため、過度な土壌 pH
（ H 2O）の上昇は甘蔗糖度の向上に好ましくないことが推測された。  
 これらのことから、甘蔗糖度の向上のためには交換性マグネシウム
に着目した土壌改良が必要である。一方、土壌 pH（ H 2O）が高すぎる場
合は、甘蔗糖度が低下する恐れもあるので、土壌改良の前には土壌診






















 糖蜜施用の結果、2 作合計のサトウキビ収量は対照区と比べ 16～ 28%
増加した（図Ⅲ -1）。糖蜜はカリウム含量が多いことから、交換性カリ
ウムの増加による甘蔗糖度の低下が懸念されたが、2 作とも低下はみら
れなかった（表Ⅲ -3）。さらに、糖蜜施用によって農家の収益性 は 34
～ 54 万円（ ha あたり・ 2 作合計）向上した（表Ⅲ -4）。糖蜜施用により
サトウキビ収量が向上した理由は、可給態窒素の増加による原料茎数























 サトウキビ栽培において堆肥施用量は春植えで 30 Mg ha - 1、夏植えで







ける 60 歳以上の農業従事者の割合は全従事者の 56%を占め、全国割合
の 52%よりやや高い（沖縄県 , 2016b）。加えて、北大東島は 1 農家が所
有している耕地面積は広く、 5 ha 以上の農地を所有している農家が全





























蜜施用量 1 Mg あたり 5～ 9 千円の農家収益性向上が認められた。その



















いて、サトウキビにおけるケイ酸肥沃度に関する研究は 1970～ 1980 年
代に活発におこなわれていた（大城・大城 , 1978; 宮城ら , 1979; 亀









 北大東島の可給態ケイ酸（ AB 法）は平均 164 mg kg - 1 と古江・永田（ 2000）
が提唱している可給態ケイ酸基準値 200 mg kg - 1 を下回り（表Ⅳ -1）、
100 mg kg - 1 未満の圃場が全体の 45%を占めていることが判明した（図
Ⅳ -1）。一方、可給態ケイ酸とサトウキビ収量の関係を比較したところ、
相関はなかった（図Ⅳ -2）  
























イ酸は春植えで 485～ 548 kg ha - 1、株出しで 556～ 686 kg ha - 1 と報告
している。これは、トラッシュをケイ酸供給源として活用できる可能
性を示している。北大東島ではトラッシュやバガスを原料とした堆肥





東島のバガス堆肥 1,000 Mg 全てを新植圃場に施用したと仮定すると、
90 
 
その施用量は約 12 Mg ha - 1 でしかなく効果に不安が残る。バガス堆肥
以外のケイ酸供給源としては、 Savant et al.（ 1999）は、製糖工場の







キビ生産性に影響している報告例は多いことから（ Ross et al., 1974; 




２） AB 法と PB 法の比較及び AB 法、 PB 法と土壌 pH（ H 2O）の比較  
 可給態ケイ酸の分析方法である AB 法と PB 法を比較したところ、①
PB 法分析値は AB 法分析値より高い値を示すこと、②両分析方法とも土
壌 pH（ H 2O）と有意な正の相関があること、③土壌 pH（ H 2O）が低いほ
ど両分析値の差が大きくなることが明らかとなった（図Ⅳ -4、表Ⅳ -2）。
今後は、両分析法について、特に酸性土壌におけるサトウキビのケイ
酸吸収との関係を詳細に検証する必要がある。また、 AB 法、 PB 法より
サトウキビのケイ酸吸収を反映する分析方法を検討することも重要で
ある。オーストラリアでは AB 法より抽出力の弱い塩化カルシウム溶液
によってケイ酸肥沃度の評価をしている（高橋 , 2007; 井上ら , 2014）。
そのため、沖縄県に分布する土壌においてもケイ酸抽出力に着目した
検討をおこなう必要があると考えられた。  
 他方で、可給態ケイ酸と土壌 pH（ H 2O）は高い正の相関をもつため（図




給態ケイ酸分析法は AB 法、PB 法共に一定以上の研究設備がなければ測
定できない。そのため、一般の農家が自らの圃場の可給態ケイ酸がど
の程度なのか知る機会は少なく、ケイ酸肥沃度改良のための関心を持
ちづらい。しかし、土壌 pH（ H 2O）からの推定が可能であれば、土壌診
断項目として容易に盛り込むことができ、農家に対するケイ酸肥沃度
改善への啓発にもつながる。そのためには、まず沖縄県内の各土壌型





 可給態ケイ酸と土壌 pH（ H 2O）に有意な正の相関があった結果から、




いてサトウキビを栽培し、土壌 pH（ H 2O）が可給態ケイ酸とサトウキビ
のケイ酸含量や吸収量に及ぼす影響を検証した。その結果、作物体中
のケイ酸含量およびケイ酸吸収量は、土壌 pH（ H 2O）が高いほど低下し
た（図Ⅳ -5、図Ⅳ -6）。この原因は判然としないが、水稲の葉中ケイ酸
とカルシウムに有意な負の相関があること（津野ら , 1984）、サトウキ
ビ 葉 中 ケ イ 酸 含 量 と マ グ ネ シ ウ ム 含 量 に 拮 抗 関 係 が 報 告 さ れ て お り
（ Anderson, 1991）、本研究でも同様の傾向がみられた（図Ⅳ -7、図Ⅳ
-8）。イネの高いケイ酸吸収能力にはトランスポーター（ Lsi1）が関与










 また、第Ⅱ章において甘蔗糖度は交換性マグネシウムが 3.8 cmol c 
kg - 1 以上の場合、土壌 pH（ H 2O）が 7.2 以上で低くなる傾向がみられた
（図Ⅱ -1）。ケイ酸はサトウキビの受光態勢を改善することで光合成能
の向上に寄与している（ Meyer and Keeping, 2000）。また、サトウキ
ビの光合成によって、蔗糖（ C 1 2H 2 2O 1 1）の原材料となる単糖（ブドウ糖、
果糖）が合成される（宮里 , 1986）。このことから、第Ⅱ章の結果で土
壌 pH（ H 2O） 7.2 以上で甘蔗糖度が低かった原因は、ポット試験の結果




の、土壌 pH（ H 2O）が高いとケイ酸吸収を抑制する恐れが示唆された。
これは、過剰な酸性矯正はサトウキビ生産性を低下させる危険性を示












図Ⅴ -3 ドベネックの桶  
（ Whitson and Walster, 1912 より）  
 
 図Ⅴ -3 は Phosphorus が制限要因となって桶の中身の Largest Yield
を制限していることが示されている。本研究では、桶の中身であるサ
トウキビ収量は可給態窒素と作土深に、甘蔗糖度は交換性マグネシウ












































摘   要  
 





大東島のサトウキビ平均収量（ 1987～ 2016）は、 42.3 Mg ha - 1 であり沖










給態窒素が 16.5 mg kg - 1 未満かつ作土深が 29 cm 未満であることが明
らかとなった。甘蔗糖度は交換性マグネシウムと土壌 pH(H 2O)に影響を
受けており、甘蔗糖度の高い圃場は交換性マグネシウムが 3.8 cmol c 
kg - 1 以上かつ土壌 pH が 7.2 未満であった。これらのことから、北大東
島のサトウキビ生産性を向上させるためには、有機物施用、心土破砕







着目し、圃場試験をおこなった。試験区は対照区、 20Mg 区 (糖蜜 20 Mg 
ha - 1 施用 )、 50Mg 区 (糖蜜 50 Mg ha - 1 施用 )の 3 処理、 4 反復とした。サ
トウキビ栽培は春植え栽培、株出し栽培の 2 作とし、糖蜜は春植え栽
培の植え付け前に施用した。収量調査の結果、2 作合計の収量は対照区









の収益性 (1 ha 当たり・ 2 作合計 )は、対照区に比べ 20Mg 区で 34.3 万
円、50Mg 区で 54.4 万円向上した。これらのことから、糖蜜は 50 Mg ha - 1
までの施用量であれば糖度を低下させずにサトウキビ収量、土壌肥沃
度、農家収益性を向上させる資材であることが明らかとなった（Ⅲ章）。 




酸分析法（酢酸緩衝液抽出法： AB 法、リン酸緩衝液抽出法： PB 法）の
検証をおこなった。さらに酸性矯正した土壌を用いてサトウキビをポ
ット栽培し、土壌 pH(H 2O)が可給態ケイ酸とケイ酸吸収量に及ぼす影響
を調査した。その結果、鹿児島県の可給態ケイ酸診断基準値 200 mg kg - 1
と比較して、北大東島サトウキビ圃場の可給態ケイ酸は AB 法で平均 164 





ったためと考えられた。 AB 法と PB 法および両分析法と土壌 pH(H 2O)に








そのため、土壌 pH（ H 2O）とサトウキビのケイ酸吸収能の関係を詳細に
検証する必要がある（Ⅳ章）。  
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